









































































































































盟 附 図 40%以上
震麹 80%以上 口 40%未満


















































会長・副会長 組織運営，調整，決定 情況判断・決定，指示 情況判断・調整，決定・指
各班長 刀τ




消火(防火)班 消火訓練・指導 初期消火活動，火災の警戒 火災の警戒(見まわり)
消火資器材の点検 (呼ひFかけ)，資機材・水利 初期消火体制確保
の確認
救助(救護)班 救助・救護訓練・指導 負傷者や弱者の救助，負傷 仮設便所の設置，消毒の実
救護資機材の点検 者の応急救護，重傷者・病 施，防疫活動への協力，衛
人の移送 生管理
除去清掃班 避難路の危険物点検 避難路の障害物の除去 障害物・粗大ゴミの除去，
資機材の点検 汚物処理，ゴミ処理の管理




安全点検(防犯)班 地域内の危険物の点検，安 危険物・危険箇所の点検， 被災地の安全点検，危険筒
全化の指導 治安(警察に協力) 所の警告，防犯見回り









































































































































































































































































設 問 (1980年都・世論調査) ( 1981年都政モニター調査)
防災市民組織は ある ない 不明 ある ない 不明
26.7 % 35.0 ~彰 38.3 % 84.29ぢ 15.69ぢ 0.2% 
↓ 
組織 に参加 している 54.3% 毎回参加 74%) 33.2~ぢ
してない 43.3% たまに参加 25.8% 
不 明 2.3 % 参加した乙 45.0 ~ぢとがない
組 織 lま 必要である 72.2 % 
必要でない 13.5 ~ぢ 訓練をして 5.99ぢ
不 明 14.3 ~ぢ
ない
設 間 ( 1980年内閣官房広報室調査)
自主防災組織は ある ない 不明
活動への参加












設 問 ( 1981年新生活運動協会報告)
住民による防災組織は ある ない 不明等
52% 42 % 6% 
一 ' 
地域住民すべてが参加 参加してる してない 不明等 組織は必要ですか
していると思うか
45 % 32 ~彰 23 % 必要 60% 
過去1年間の活動を 知っている 知らない 活動なし 不要 7% 
60 % 33% 7% 不明 339ぢ
活動 1<:参加したか すべて参加 一司事加 参加せず・他








































































































































消 防 団 66(45.5) 
災 害 協 力 隊 5( 3.4) 
市 民 消 火 隊 Zl( 6.9) 
町会・自治会の防火防災班 90(62.0) 
そ の 他 4( 2.8) 
な し 16(11. 0) 
無 回 ヨ仁立1 1 ( 0.7) 
主計官官叫∞%) 203(140 ) 
(複数回答)
表4-2 組織結成の動機
結成の動機 組織数 (%) 
区や市の指導助言 104(71. 7) 
消防署の指導や助言 44(30.3) 
町 ぷZ〉三〈、 長 の 決 断 30(20.7) 
町会役員会で決定 74(51.0) 
地域の人々の熱意や気運 15(10.3) 
そ の 他 l( 0.7) 
無 回 劣~ 3( 2.1) 































































o 10 20 30 40% 
図4-3 構成員友ぴ消火担当者ひとりあたりの
平均守備世帯数 図4-4 会長と消火班員の年令分布








( 3 ) 構成員年令と役割分担
構成員のうち，代表者(会長や副会長)の年令
は， 60歳代41%，70歳代25%，50歳代19%であり，
















地域的に集中せず，全体に散在させる 88( 60.7) 
なるべく若い人に分担してもらう 53(36.6) 
消火班は，特に若い人を選ぶ 82(56.6) 
そ の 他 6( 4.1) 
無 回 空仁3主 9( 6.2) 
計 145組織 (100%) 503{ 347) 
町内を熟知してる人J54%などである。





































































町び会・自治会般の呼人 防災市構民組成も員織の項 目 かけでーの による
々が参加したもの のための
講義・講演・映画 2. 7 3.1 
消
可搬ポンプ 2.8 8.2 
消火器 1.4 2.6 
火
ノfケツリレー 4.5 2.8 
ヨ"二角バケツ 1.7 2.4 練 その他※ 5.8 8.8 








0回 7( 9.7) 18(25.0) 
1-3 20(27.8) 32(44.4) 
4-6 10(13.9) 10(13.9) 
7-9 8(11. 1) 3( 4.2) 
10-14 12{16.7) 5( 6.9) 
15-19 6( 8.3) 4( 5.6) 
20回以上 5( 6.9) O( 0.0) 
無回答 4( 5.6) 4( 5.6) 















るJ 28%に対し r検討中J 46%で rない」は
22%である。













5分以内 10分以内 参集不可 わからない
構成員 21% 48% 12% 10% 
メZ色3、Z 長 43% 76% 3% 1% 
百リ 会長 27% 63% 5% 4% 
顧問・指導員 30% 56% 8% 4% 
消火担当 23% 49% 12% 12% 
情報連絡 23% 54% 15% 10% 
救出担当 15% 46% 14% 10% 
避難担当 16% 42% 14% 11% 
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組 織 数 (%) 
初期消火力向上策
最も重要なもの 三項目選択
連絡情報体制の確立 2 (15.2) 5 (37.9) 
可搬ポンプの配備 5 (3.4) 16 (11.0) 
消火器配備の拡充 13 (9.0) 5 (37.9) 
組織で使える貯水槽の整備 14 (10.0) 32 (22.1) 
消火訓練の強化 38 (26.2) 85 (58.6) 
一般市民の理解協力 2 (15.2) 46 (31. 7) 
若い人の組織への参加 8 (5.6) 38 (26.2) 
消防団との協力体制 8 (5.6) 26 (17.9) 
事業所との協力体制 o (0.0) 8 (5.6) 
組織構成員の増加 3 (2.1) 16 (11.0) 
組織予算の充実 1 (0.7) 6 (4.1) 
広いので分担地域の分割l o (0.0) 7 (4.8) 
そ の 他 1 (0.7) 1 (0.7) 
無 回 匁EコE 10 (6.9) 10 (6.9) 





















































































































































































事業所と共同での防災訓練 23% 18% 59% 
消火栓・貯水槽など事業所
19 19 62 
施設の利用
事業所の自衛消防組織が地
8 24 68 域の火災に出動
事業所との災害時活動につ
26 17 57 
いての話し合い
災害時の相互協力協定 16 21 63 
48 総合都市研究第20号
表4-11 地震災害に対する防災市民組織への期待
初期消火 救出救護 避難誘導 給食給水 組織の必要性
万全 不可 万全 不可 万全 不可 万全 不可 絶対 不要
全 員 4% 28% 2% 27% 5% 27% 4% 25% 54% 1% 
構成員 6% 24% 3% 26% 7% 23% 5% 24% 65% 1% 
会 長 12% 16% 4% 15% 10% 19% 4% 22% 70% 1% 
消火担当 6% 22% 3 23 6 25 5 24 65% 0% 
救出担当 8 24 5% 29% 7 27 7 26 60% 2% 
避難担当 8 27 4 21 8% 21% 6 20 63% 1% 
給食担当 4 25 l 26 5 22 6% 25% 58% 1% 
非構成員 8% 31% 2% 28% 4% 30% 3% 25% 48% 2% 
男 5% 28% 57% 1% 
女 4% 27% 49% 2% 
表4-12 従業員規模別、事業所種別





宿 泊 施 言受 1 
文教厚生施設 O 
運輸倉庫施設 1 
工 場 施 設 33 




















3 13( 8.4) 。 7( 4.5) 
O o( 0.0) 。 5( 3.2) 
2 3( 1. 9) 。 l( 0.6) 
12 102(65.8) 
1 8( 5.2) 






















未満(16t士)， 30-50人未満 (34社)， 50-100人
未満 (33社)， 100-300人未満 (41社)， 300人以
上 (31社)で， 100人未満が過半となる。従業員
表4-13 事業所の勤務体制
勤 務 体 市リ 事業所数(%)
昼間勤務制 112(72.3) 
夜間勤務制 4( 2.6) 
2 交 替 寄り 28(18.1) 
3 交 替 市リ 1( 7.1) 






の事業所内人数は， 30人未満 (25社)， 30-50人
未満 (34社)， 50-100人未満 (28社)， 100-300-
人未満 (40社)300人以上 (28社)で，全体とし
ては，総就業人員よりも少なくなっている。夜間
(午後8時頃)では， 0人 (33社)， 30人未満 (85
社)， 30-50人未満 (10社)， 50-100人未満(13
社)， 100人以上(14社)である。















組 織 数 (%) 
就業者を含む在社人員
昼間(15時頃) 夜間(20時頃) 総就業者数。 l( 0.6) 33(21.3) O(一)
1- 9人 6( 3.9) 63(40.6) 2( 1. 3) 
10-19人 3( 1. 9) 10( 6.5) 3( 1. 9) 
20-29人 15( 9.7) 12( 7.7) 1( 7.1) 
30-49人 34(21.9) 10( 6.5) 34(21.9) 
50-9人 28(18.1) 13( 8.4) 33(21. 3) 
100-299人 40(25.8) 7( 4.5) 41(26.5) 
300人以上 28(18.1) 7( 4.5) 31(20.0) 



















o 10 20 30% 
表4-15 4km以内に居住する就業者数
人 員 事業所数(%)
O 5( 3.2) 
1-5人 20(12.9) 
6-10人 17(11.0) 




その他 2( 1. 3) 
計 155( 100 ) 
に頼りになるのは，何人が徒歩で動けるかである
が，事業所から 4km圏内に住んでいる就業者をみ
ると o人(5社)， 10人以下 (37社)， 11-20人
(31社)21-30人 (23社)， 31人以上 (57社)であ




( 3 ) 事業所の施設・危険物設備等
施設としては，事業所専用が131社 (85%)で，
また132社 (85%)が非木造である。 2階建以下












A(%) B(%) (%) 
高 圧 カ命 ス 13 16 71 
フ.ロノT ンカ、、ス 19 8 73 
危 険 物 32 32 36 
準危険物や特殊可燃物 20 7 73 




あ る 133社(85.8%) 100社(64.5%) 8社(56.8%)
な し、 21 (13.5 ) 54 (34.8 ) 6 (42.6 ) 
無 回 空~ 1 (0.6 ) 1 (0.6 ) 1 (0.6 ) 














有 無 防る災課を、担係当等す 防自衛災のた組め織の
あ る 91社(58.7%) 119社(76.8~)
な し、 64 (4l.3 ) 36 (23.2 ) 
計 155 (100 155 (100 
体的には，過半が感震自動遮断装置をつけていな
いことに注意すべきである。































































講 な し 88 (56.8) 
義
あ り 67 (43.2) な
ど 1 回 31 (20.0) 防
災
教
2 回 29 (16.7) 
育 3回以上 7 (4.5) 
な し 132 (85.2) 
可
搬 あ り 23 (14.8) 
ボ 1 回 7 (4.5) 
ン 2 回 6 (3.9) 
フ
3回以上 10 (6.5) 
消
な し 95 (61. 3) 
屋
内 あ り 60 (38.7) 
I向 I 同 23 (14.8) 
火 火
栓
2 同 19 (12.3) 
3回以上 18 (11. 6) 
な し 126 (81. 3) 
屋
1lJiI 外 あ り 29 (18.7) 
消 1 回 12 (7.7) 
火 2 回 7 (4‘5) 
栓
練
3回以上 10 (6.5) 
な し 45 (29.0) 
消
あ り 110 (71. 0) 
火 1 回 52 (33.5) 
2 回 33 (21.3) 
器
3回以上 25 (16.1) 
防災組織を編成しているほど重装備となっているも













152 (98.1) 119 (83.2) 
3 (1. 9) 26 (16.8) 
3 (1. 9) 
。
。
142 (91. 6) 68 (43.9) 




151 (97.4) 108 (69.7) 




136 (87.7) 14 (9.0) 
















1 -49人 50-499人 500人以上 全事業所 全員 構成員 非構成員
対 応
(N=50) (N=85) (N=20) N=155 N =6， 780 N=3，881 N=2，568 
自力で消し




58(%) 63(%) 55(%) 
で消そうと
を防ぐ
64 52 55 56 
する
近所の人に 近所の人に
手伝っても 2 2 O 2 16 17 15 手伝っても
らって消す らって消す
防災市民組 防災市民組
織が消して 4 1 。 1 1 2 1 織に消して
くれる もらう
消防署が消






2 2 2 3 
消防団に消
その他
5 。 4 
してもらう
(注)①個人のものについては二項目回答で わからない





事 業 所 個 人
立す 応
1-49人 50-499人 500人以上 全事業所 全員 構成員 非構成員 文す 応
(N=50) (N=85) (N=20) N=155 N=6，780 N=3，881 N=2，568 
何はともあ 何をおいて







27 34 38 32 39 消火にむか
にむかう う
事業所のこ




すが手伝え 1 2 3 2 3 4 3 織が消すの
ない をまつ
類焼から事















消向火にう 事業所 不明 全面協力 協力はす できないを守る その他 で消火に るが…… 不明，他
組織の一員として 19 20 16 1 16 2 1 
役割分担している (100) (105 ) (84 ) (5 ) (84 ) (11 ) (5 ) 
話合いや訓練に参加 52 45 49 10 30 20 2 
したことカfある (100) (87 ) (94 ) (19 ) (58 ) (38 ) (4 ) 
無関係・組織を知らない
84 69 85 1 32 43 9 
(100) (82 ) (101 ) (13 ) (38 ) (51 ) (11 ) 
計
155 134 150 22 78 65 12 




これは，表4-5に示した活発な防災市民組織 (対応) ..-50-499人 (85社)

















































































































15%. r防災訓練に参加したことがあるJ 19%. 































































防災市民組織 30人以業上の事所 個 人
ポ ン フ 60% 20% 
貯 水 槽 24% 55% 
屋 内 消 火 栓 56% 
屋 外 消 火 栓 30% 
大 型 消 火 器 18% 50% 
型 消 火 器 68% 91% 76% 
風呂水の汲み置き 69% 
三角パケ ツ等 76% 
防 災 組 織 1 (80人) 4所
世 帯 数 等 5.6所 1，200世帯
協力 組織と事業所 26% 15% 
係関
の話し合い等
共同訓練 23% 19% 
近 何はともあれ
(構成員) (非構成員) 43% 所 消 火 68% 
23% 
の
安全・避難後火 (構成員) 69% 63% (非構成員) 64% 災 に消火に
震災時に対応した ある 28% 
ある 65% 






















































































d仁当3、 計 消火担当者 その他
回 夕E立ヨ 者 数
6， 780人 2，568人 691人 1，877人 3，881人 331人
(100% ) (100% ) (100% ) (100% ) (100% ) (100% ) 
性
男 59.2 80.3 86.4 78.0 44.7 65.6 
女 40.5 19.3 13.0 21. 5 55.0 34.1 
別
不 明 0.3 0.4 0.6 0.5 0.3 0.3 
10 ， 20代 4.8 1.8 2.9 1.4 7.0 1.8 
年 30 代 20.8 13. 7 23.6 10.1 26.2 13.0 
40 代 28.1 27.6 37.5 24.0 28.5 26.0 
齢 50 代 24.2 29.0 24.5 30. 7 20.8 26.0 
60 代 16.3 20.5 9.4 24.6 13.1 19.6 
別 70才以上 5.8 7.0 1.6 9.0 4.3 13.3 
不 明 0.2 0.3 0.6 0.2 0.1 0.3 
自営業者 34.5 53.6 54.6 53.2 21. 5 39.9 
職
家自族営従業業者の 11. 8 9.5 13.9 7.9 13.4 10.0 
業
通 勤 者 14.9 11. 5 13.2 10.9 17.2 13.3 
白 由 業 2.1 2.1 1.3 2.5 1.9 3.0 
公務員等 4.2 2.8 3.5 2.6 5.2 3.6 
別 無職・主婦 29.5 17:6 11. 3 19.9 37.7 26.6 
その他・不明 2.9 2.9 2.2 3.1 3.1 3.6 
自宅(0分) 51. 2 65.1 67.4 64.2 42.9 52.9 
通
10 分 9. 7 7.0 8.1 6. 7 1. 7 10.0 
勤
自動車で10分 4.2 3.2 3.3 3. 7 5.0 5. 1 
時
電車で30分 7.1 5. 1 5.5 4.9 8.6 6.3 
間
電車等で60分 14.1 9.7 9.4 9.7 17.4 8.2 
それ以上 5.6 3.5 3.0 3. 7 7.0 6.0 
不 明 8.1 6.5 3.2 7.8 7.4 11. 5 
消防官 杯、 -一一全構成員
戦 自白 1 q 








l・ 1・ 1・ 特にない
。 10 Q 30 40% 
その他・不明
図5-1 現在地での居住開始時期







































属 性 カ テゴリ 図中番号 属 性 カテゴリ 図中番号
1 性 日IJ l.男 1 6 居住時期 l.戦 目IJ 25 
2.女 2 2.昭和20年代 26 
2 世帯主 l.世帯主 3 3.昭和30年代 27 
2.非世帯主 4 4.昭和40年代 28 
3 年 d1』3 l. 10 代 5 5.昭和50-54年 29 
2. 20 代 6 6.昭和55年以降 30 
3. 30 代 7 7 町会役員経験 1.あ る 31 
4. 40 {ミ 8 2.な し、 32 
5. 50 代 9 8 住宅形式 1. 1戸建 33 
6. 60 代 10 2.木造アパート 34 
7. 70{-'e以上 11 3.非木造共同住宅 35 
4 職 業 l.自営(経営者) 12 9 被災体験 1.あ る 36 
2. 自営(家族従業者) 13 2.な い 37 
3.通勤者(被雇用者) 14 10 消火活動 1. 3回以上 38 
4.自由業 15 2. 2 回 39 
5.公務員 16 3. 1 回 40 
6.無職・主婦 17 4.な し 41 
7.その他 18 11 防災市民組織 1.構成員 42 
5 通勤時間 l. 自宅(0分) 19 2.元構成員 43 















































自由業t2 e35 e29 
e15 昭和50年以降

































? ? ? ?





































































































































の33%である。 20代では4人に 3人が， 30代では



































































































震 度 5 震 度 6 (震度6) 
わずか 1% 2-5% 5%一 わずか 1-2% 4-5% 10% 20-30% 大破 若干
全 員 8% 17% 26% 19% 5% 8% 10% 15% 31% 22% 57% 
構成員 10% 19% 30% 18% 6% 11% 13% 17% 31% 21% 61% 
非構成員 7% 16% 25% 20% 4% 6% 8% 14% 32% 24% 55% 
男 30代 8% 16% 31% 22% 2% 8% 10% 19% 39% 22% 60% 
男 60代 10% 23% 29% 17% 7% 12% 13% 18% 27% 19% 61% 
女 30代 5% 19% 23% 20% 2% 5% 7% 13% 34% 24% 52% 
女 60代 9% 16% 18% 15% 5% 6% 9% 10% 22% 18% 54% 
表5-4 出火の予想
町 内 で の
震 度 5 
まず わずかで 消大火変が 大火 多分ない出ない 消せる ひなん
全 員 4% 41% 30% 5% 
構成員 5% 45% 30% 5% 
非構成員 4% 41% 31% 6% 
男 30代 3% 45% 32% 5%" 
男 60代 5% 43% 32% 6% 
女 30代 3% 43% 29% 5% 

























出 火 自 宅
震 度 6 (震度6) 
1ケ所 2-3ケ所 4ケ所以上 発生 発生しない
6% 26% 35% 44% 16% 
7% 31% 35% 51% 15% 
6% 24% 36% 41% 17% 
5% 25% 51% 45% 15% 
9% 32% 29% 53% 14% 
6% 22% 38% 32% 18% 
9% 20% 23% 41% 13% 
うに，周辺地域では r1km四方で出火なし」が






















自宅又は近所 69.2% 69.6% 58.6% 74.2% 
勤 め 先 18.1 20. 7 30.0 11. 7 
11 買物等で外出 4.4 3.2 3.6 7.4 
時頃 その他・不明 8.3 7.7 7.8 6. 7 
平 在 宅 69.8% 69.6% 57.5% 


































11. 0 5.8 
6.8 14.5 













⑩「電話J63%， r電気J74%， r上水道J63%， 
「ガスJ73%が使えなくなるであろうとしている。























































































































































消 防 署 t首























































6% 23% 19% 
8% 29% 17% 
10% 29% 15% 
16% 41% 15% 
4% 20% 21% 
7% 26% 20% 






































































































































映画・講演 小型ポンプ 消火器 ノfケツリレー 二三角バケツ
3回以上 なし 3回以上 なし 3fuJ以上 なし 3凶以上 なし 3凶以上 なし
全 員 25% 34% 17% 55% 32% 24% 15% 56% 23% 37% 
構成員 44% 16% 33% 38% 54% 9% 25% 43% 31% 26% 
ノZk三Z 長 36% 35% 70% 7% 32% 36% 56% 14% 
消火担当 51% 25% 55% 9% 22% 41% 44% 19% 
非構成員 12% 48% 6% 67% 17% 36% 8% 67% 11% 52% 
30歳代 15% 47% 22% 30% 
60歳代 35% 24% 43% 18% 
男 31 % 29% 40% 20% 




































防災の映画や講演会への出席 3回以上… 3点 2回… 2点、 l回… 1点
小型ポンプで放水訓練 3回以上…12点 2凪… 8点 1回… 4点
各種消火器での消火訓練 3副以上… 9点 2回… 6点 1回… 3点
バケツリレー 3回以上… 6点 2回… 4点、 1回… 3点
三角バケツ等での散水訓練 3回以上… 6点 2回… 4点 1回… 3点
司1 練 度 構 成 員 非構成員
I 0-8点 386人(18.9) 2，103人(63.1) 
H 9-15点 401人(19.6) 656人(19.7) 
皿 16-22点 365人(17.9) 317人( 9.5) 
N 23-29点 388人(19.0) 146人( 4.4) 
V 30-36点 504人(24.7) 113人( 3.4) 
計 2，044人(100 ) 3，335人(100 ) 
表5-9 被害予想、度の算定
被 害 予 想 被害予想度 サンプル数
木造書
ほとんどない， 1-2% 1点 1 (2点) 371人( 8.5%) 
4 -15%ほど 2占 2 (3点) 749 (17.2 ) 
20%以上 3点 3 (4点) 948 (21. 8 ) 
火災 多分出火しない，1ケ所 1点 4 (5点) 927 (21. 4 ) 
の 2-3ケ所 2点 5 (6点) 1，345 (31.0 ) 
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図5-11 防災制連度と社会属性
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家具等に被害あり






(1) - (4) 震度5








V I W V 
図5一14 訓練度別被害予想
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(3)自宅での対策の実施? ? ?
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図5一16 訓練度別にみた予想している対応行動
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図5-20 織成員による訓練度
別の組織の強化項目





































































































































































I UI N V I 回目 V I 皿 N V 1 I m D V I m D V 
図5-21 訓練度別にみた組織への期待と評価
ZJニヲンノ













































































































































































A STUDY ON CIVIL DEFENSE ACTION IN FUTURE EARTHQUAKE 
DISASTERS AND PUBLIC REACTION IN TOKYO METROPOLIS 
Itsuki Nakabayashi: Shunkichi Kosaka * and Hideo Kihira *場
*Center for Urban Studies， Tokyo Metropolitan University 
* * Tokyo Fire Department 
Comprehensive Urban Studies， No.20， 1983， pp. 29-78 
This paper has two purposes. The first is the recognization of need for civil defense action in fu-
ture earthquake disasters in Tokyo metropolis， which was organized in each community asking for local 
residents' cooperative efforts to help cope with hazards， particularly earthquake-fires， under the Ear-
thquake Disaster Prevention Ordinance in 1971. At present， 85 percent of residents in the wards of 
Tokyo have been organized， but in the suburban cities only 22 percent. A local unit is organized with 80 
persons， most of whom are 50 years old and over， ina community district of 1，000 households on the 
average. And 60 percent of these civil defense units are equipped with a portable fire engine and handy 
fire extinguishers， and 20 percent of them have heavy fire extinguishers. When fires occur at the time 
of an earthquake， only 20 percent of the volunteer units can begin fire fighting within 10 minutes after 
the first shock， with most taking more time. It has been estimated that local volunteers can extinguish 
blazes in wooden structures within 10 minutes of the outbreak of fire. 
The other is the clearance of individual counterplottings in response to each perceptional con-
cerned earthquake disaster， which grows during disaster briefings and fire drills. With the purpose to 
encourage local residents to help minimize damage from earthquakes， the Tokyo Metropolitan Govern-
ment and Tokyo Fire Department have taken comprehensive measures to form civil defense units with 
cooperation from local associations， factories and business establishments， tocarry out several disaster 
protection exercises and educating the citizens on the hazard involved. If the human response to earth-
quake is regulated by each perceptional intensity of crisis of disaster， the clam response must be pro-
vided by the suitable perception. By method of questionaire survey to 7，000 residents in 145 sampled 
community districts in Tokyo， itwas explained that disaster experience， protection and crisis briefings 
elevate the individual perception of hazards， and that perceptional intensity provides cautious coun-
termeasures that can be taken in future earthquake disasters. 
